
主な取組

1　就業・所得

○	多様な働き方を選択できる環境の整備
定年退職後等において、臨時的・短期的又は

軽易な就業を希望する者に対して、意欲や能力
に応じた就業機会、社会参加の場を総合的に提
供するシルバー人材センター事業について、各
シルバー人材センターにおける就業機会の拡
大・会員拡大などの取組への支援を行い、特に
現役世代の活躍推進のため、育児支援分野等に
おける就業機会確保のための取組を支援する高
齢者活用・現役世代雇用サポート事業を実施し
た。また、シルバー人材センターが地方公共団
体や地域の経済団体等の関係機関と連携して、
地域企業の雇用問題の解決等につながる新たな
就業機会を創造する地域就業機会創出・拡大事
業を創設するなど、各シルバー人材センターの
会員が身近な地域で安心して働くことができる
よう、多様な就業機会を提供するとともに適切
な運営の確保を図った。併せて、多様化する高
年齢者のニーズに対応するため、平成28年よ
り都道府県知事が業種・職種及び地域を指定し
た場合に限り、派遣及び職業紹介の働き方にお
いて就業時間の要件緩和が可能となり、平成
29年度までに134地域で要件緩和がなされた。

○	情報通信を活用した遠隔型勤務形態の開発・
普及
テレワークが高齢者等の遠隔型勤務形態に資

するものとして、テレワークの一層の普及拡大
に向けた環境整備、普及啓発等を関係省庁が連
携して推進している。これに基づき仕事と子育

て・介護等の両立など柔軟な働き方が可能とな
るテレワークモデルを構築するなど、引き続き
適正な労働条件下における良質なテレワークの
普及を図った。

さらに、平成29年から、関係府省・団体が
連携し、2020年東京オリンピックの開会式が
予定されている7月24日を「テレワーク・デ
イ」と位置付け、全国一斉のテレワークを実施
した。この日は、全国各地から様々な分野の企
業、自治体など約950団体、6.3万人がテレワー
クを行った。

○高齢期の起業の支援
日本政策金融公庫（国民生活事業・中小企業

事業）において、高齢者等を対象に優遇金利を
適用する融資制度（女性、若者／シニア起業家
支援資金）により開業・創業の支援を行った。

また、中高年齢者等の雇用機会の創出を図る
ため、中高年齢者等が起業（いわゆるベン
チャー企業の創業）する際に必要となる、雇用
の創出に要する経費の一部を助成する措置を実
施するとともに、助成金の支給要件となってい
る雇い入れる従業員の年齢等に係る要件緩和を
行った。

日本政策金融公庫（国民生活事業・中小企業
事業）の融資制度（地域活性化・雇用促進資
金）において、エイジフリーな勤労環境の整備
を促進するため、高齢者（60歳以上）等の雇
用等を行う事業者に対しては当該制度の利用に
必要な雇用創出効果の要件を緩和（2名以上の
雇用創出から1名以上の雇用創出に緩和）する
措置を継続した。

第2節	 分野別の施策の実施の状況
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○	誰もが安心できる公的年金制度の構築
高齢者の7割近くが、65歳を超えて働きたい

と希望している状況を踏まえ、65歳より後に
受給を開始する繰下げ制度について、積極的に
制度の周知に取り組むとともに、70歳以降の
受給開始を選択可能とするなど、年金受給者に
とってより柔軟で使いやすいものとなるよう制
度の改善に向けた検討を行うこととした。

繰下げ制度の周知に関しては、日本年金機構
において、①年金請求書を事前に送付する際に
同封しているパンフレットや、②特別支給の老
齢厚生年金受給者に65歳時にハガキ形式の年
金請求書を送付する際に同封しているパンフ
レットについて、繰下げ制度に関する記載を増
やし、また図を挿入するなどの工夫により、周
知方法の改善を行った。

また、働きやすい人が働きやすい環境を整え
るとともに、短時間労働者に対する年金などの
保障を厚くする観点から、平成28年に成立し
た「公的年金制度の持続可能性の向上を図るた
めの国民年金法等の一部を改正する法律」（平
成28年法律第114号。以下「年金改革法」とい
う。）に基づき、平成28年10月からの大企業で
働く短時間労働者を対象とした被用者保険の適
用拡大の施行に加えて、平成29年4月から中小
企業等で働く短時間労働者に対して、労使合意
に基づき、企業単位で被用者保険の適用を可能
とした。また、全ての適用事業所に対するリー
フレットの送付や事業主向け説明会の実施等、
周知・広報に取り組んだ。

○資産形成等の促進のための環境整備
勤労者財産形成貯蓄制度の普及等を図ること

により、高齢期に備えた勤労者の自助努力によ
る計画的な財産形成を促進した。

確定拠出年金については、平成29年1月より

加入可能範囲が拡大したiDeCo（個人型確定拠
出年金）につき、普及・拡大を図るための周
知・広報を引き続き行ったほか、掛金拠出規制
の年単位への見直しを行い、平成30年1月より
柔軟な掛金拠出を可能とした。退職金制度につ
いては、中小企業における退職金制度の導入を
支援するため、中小企業退職金共済制度の普及
促進のための施策を実施した。

さらに、国民の安定的な資産形成の実現に向
けて、少額からの長期・積立・分散投資の定着
を促していくため、つみたてNISA（非課税累
積投資契約に係る非課税措置）を創設した。同
制度は平成30年1月から開始されたが、制度の
普及を図るため、広報活動等を通じて制度の周
知に努めると共に、きっかけがない等の理由か
ら、投資を通じて資産形成に取り組むには至っ
ていない勤労者の存在も踏まえ、身近な場でつ
みたてNISAを開始するきっかけが得られるよ
う、職場を活用し、つみたてNISAの利用促進
を図る取組みである「職場つみたてNISA」を
開始した。

2　健康・福祉

○	持続可能な介護保険制度の運営
介護保険制度が定着し、サービス利用の大幅

な伸びに伴い、介護費用が急速に増大してい
る。このような介護保険制度の状況等を踏ま
え、高齢者が住み慣れた地域で生活し続けるこ
とを可能とするために医療、介護、予防、住ま
い、生活支援サービスが包括的に確保される地
域包括ケアシステムを深化・推進するため、

「地域包括ケアシステムの強化のための介護保
険法等の一部を改正する法律」（平成29年法律
第52号。以下「地域包括ケア強化法」という。）
が平成29年6月に成立した。
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具体的には、①全市町村が保険者機能を発揮
し、自立支援・重度化防止等に向けて取り組む
仕組みの制度化、②医療・介護の連携を推進す
るための市町村の取組に対する都道府県による
支援、③さらに、地域共生社会の実現に向けた
市町村の取組の推進、④介護保険制度の持続可
能性の確保等を盛り込んだ。

○必要な介護サービスの確保
地域住民が可能な限り、住み慣れた地域で介

護サービスを継続的・一体的に受けることので
きる体制（地域包括ケアシステム）の実現を目
指すため、平成29年度においても訪問介護と
訪問看護が密接に連携した「定期巡回・随時対
応型訪問介護看護」や、小規模多機能型居宅介
護と訪問看護の機能をあわせ持つ「看護小規模
多機能型居宅介護」等の地域密着型サービスの
充実、サービス付き高齢者向け住宅等の高齢者
の住まいの整備、特定施設入居者生活介護事業
所（有料老人ホーム等）を適切に運用するため
の支援を進めた。

また、地域で暮らす高齢者個人に対する支援
の充実と、それを支える社会基盤の整備とを同
時に進めていく、地域包括ケアシステムの実現
に向けた手法として、全国の自治体に「地域ケ
ア会議」の普及・定着を図った。

あわせて、介護人材の確保のため、地域医療
介護総合確保基金の活用により、「参入促進」

「労働環境の改善」「資質の向上」に向けた都道
府県の取組を支援するとともに、介護福祉士修
学資金貸付事業や再就職準備金貸付事業などに
より、新規参入の促進や離職した介護人材の呼
び戻し対策に取り組んだほか、ボランティアを
行う中高年齢者への入門的研修・職場体験の実
施等の取組を行った。加えて、平成29年度に、
臨時に介護報酬改定を行い、介護職員処遇改善

加算を拡充し、介護職員一人あたり月額平均1
万円相当の処遇改善を実施した。なお、介護福
祉士修学資金等貸付事業については、平成29
年度補正予算において、貸付原資等の積み増し
を行った。

○	持続可能な高齢者医療制度の運営
平成27年5月に持続可能な医療保険制度を構

築するための国民健康保険法等の一部を改正す
る法律（平成27年法律第31号）が公布され、
被用者保険者の後期高齢者支援金について、被
用者保険者間の支え合いを強化し、より負担能
力に応じた負担とする観点から、総報酬割部分
を平成27年度に2分の1、平成28年度に3分の
2に引き上げ、平成29年度から全面総報酬割を
実施することとされた。

○	認知症高齢者支援施策の推進
認知症の人の意思が尊重され、できる限り住

み慣れた地域のよい環境で自分らしく暮らし続
けることができる社会を実現すべく、平成27
年1月に「認知症施策推進総合戦略～認知症高
齢者等にやさしい地域づくりに向けて～（新オ
レンジプラン）」（以下「新オレンジプラン」と
いう。）を策定した。

新オレンジプランは、いわゆる団塊の世代が
75歳以上となる2025年までを対象期間とし、7
つの柱に沿って、認知症施策を総合的に推進し
ていくもので、具体的には、①認知症への理解
を深めるための普及・啓発の推進、②認知症の
容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提
供、③若年性認知症施策の強化、④認知症の人
の介護者への支援、⑤認知症の人を含む高齢者
にやさしい地域づくりの推進、⑥認知症の予防
法、診断法、治療法、リハビリテーションモデ
ル、介護モデル等の研究開発及びその成果の普
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及の推進、⑦認知症の人やその家族の視点の重
視の柱に沿って施策を推進していくこととして
いる。

また、新オレンジプランでは、平成29年度
末を当面の目標年度として、施策ごとの具体的
な数値目標などを定めていたところであり、こ
れまでの施策の進捗状況は概ね順調であったこ
とから、平成29年7月に認知症高齢者等にやさ
しい地域づくりに係る関係省庁連絡会議を開催
し、数値目標について平成32年度末までの目
標に更新するとともに、施策を効果的に実行で
きるよう内容を充実させるなどの改定を行っ
た。

○	人生の最終段階における医療の在り方
平成29年度より「人生の最終段階における

医療の普及・啓発の在り方に関する検討会」を
開催し、国民、医療福祉従事者への意識調査を
実施の上、国民に対する情報提供・普及啓発の
在り方について報告書をとりまとめるととも
に、「人生の最終段階における医療・ケアの決
定プロセスに関するガイドライン」を、繰り返
し話し合う重要性や在宅医療・介護の現場にお
いて活用する観点等から改訂した。

3　学習・社会参加

○	高等教育機関における社会人の学習機会の提
供
生涯学習のニーズの高まりに対応するため、

大学においては、社会人入試の実施、夜間大学
院の設置、昼夜開講制の実施、科目等履修生制
度の実施、長期履修学生制度の実施などを引き
続き行い、履修形態の柔軟化等を図って、社会
人の受入れを一層促進した。

また、大学等が、その学術研究・教育の成果

を直接社会に開放し、履修証明プログラムや公
開講座を実施するなど高度な学習機会を提供す
ることを促進した。

放送大学においては、テレビ・ラジオ放送や
インターネットなどの身近なメディアを効果的
に活用して、幅広く大学教育の機会を国民に提
供した。

○社会保障等の理解促進
安定的な資産形成をテーマにしたシンポジウ

ムを開催すること等により、幅広く金融教育を
進めるとともに、職場つみたてNISAの導入と
連携した投資教育を進めるため、職場での活用
に重点を置いた投資教材を作成した。

平成29年3月に改訂した中学校学習指導要領
の社会科や技術・家庭科、平成30年3月に改訂
した高等学校学習指導要領の公民科や家庭科に
おいて、少子高齢社会における社会保障の充
実・安定化や介護に関する内容などが明記され
た。

さらに、若い世代が高齢社会を理解する力を
養うため、教職員を対象とした研修を実施する
など、教育現場において社会保障教育が正しく
教えられる環境づくりに取り組んでいる。

より公平・公正な社会保障制度の基盤となる
マイナンバー制度については、平成29年11月
から情報連携の本格運用開始に伴い、介護保険
をはじめ高齢者福祉に関する手続を含む853事
務において、従来必要とされていた住民票の写
しや課税証明書等の書類が不要となっている。
こうしたマイナンバー制度の取組状況につい
て、地方公共団体等とも連携し、国民への周
知・広報を行った。

○ICTリテラシーの向上
平成29年11月から、情報通信審議会「IoT
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新時代の未来づくり検討委員会」において、
IoT、AI等が日常生活で「当たり前」の時代に
向けて、高齢者がICTを活用した社会参加を
促すための具体策について検討を開始した。

○ライフステージに応じた消費者教育の取組の
促進
消費者の自立を支援するために行われる消費

生活に関する教育、すなわち消費者教育は、幼
児期から高齢期までの各段階に応じて体系的に
行われるとともに、年齢、障害の有無その他の
消費者の特性に配慮した適切な方法で行わなけ
ればならない。こうした消費者教育を総合的か
つ一体的に推進するため、平成24年12月に

「消費者教育の推進に関する法律」（平成24年法
律第61号）が施行された。同法に基づき、消
費者教育推進会議が消費者庁に設置されている
ところ、平成27年7月から、第2期消費者教育
推進会議において、「消費者教育の推進に関す
る基本的な方針」（平成25年6月閣議決定。以
下、この項において「基本方針」という。）の
見直しに向けた論点整理や社会情勢等の変化に
対応した課題（主に、①学校における消費者教
育の充実方策、②若年者の消費者教育（成年年
齢引下げに向けた環境整備）の充実、③消費者
市民社会の形成への参画の重要性の理解促進）
について検討し、平成29年6月にその成果を取
りまとめ、公表している。また、同年8月に始
動した第3期消費者教育推進会議においても、
基本方針の見直しについて議論を行い、平成
30年3月に変更について閣議決定がなされた。
変更後の基本方針には、ライフステージに応じ
た体系的な消費者教育を行う必要性と、その実
現のための施策の方向性が示されている。

○	高齢者の社会参加と生きがいづくり
平成29年3月に改正された社会教育法を踏ま

え、高齢者等の幅広い地域住民や企業・団体等
の参画により、地域と学校が連携・協働して、
学びによるまちづくり、地域人材育成、郷土学
習、放課後等における学習・体験活動など、地
域全体で未来を担う子供たちの成長を支え、地
域を創生する「地域学校協働活動」を全国的に
推進した。

加えて、児童生徒が放課後等にICT教育を
学ぶ場を構築するにあたり指導者の確保が重要
な課題として指摘されていることから、「若年
層に対するプログラミング教育の普及推進」事
業において、教員やエンジニアなどの定年退職
者の協力の下、指導者役として高齢者が参画す
るために必要なスキルの検証などを行った。

また、企業退職高齢者等が、地域社会の中で
役割を持って生き生きと生活できるよう、有償
ボランティア活動による一定の収入を得ながら
自らの生きがいや健康づくりにもつながる活動
を行い、同時に介護予防や生活支援のサービス
基盤となる活動を促進する「高齢者生きがい活
動促進事業」を実施した。

4　生活環境

○高齢者の居住の安定確保
平成23年10月の「高齢者の居住の安定確保

に関する法律等の一部を改正する法律」（平成
23年法律第32号）の施行により創設された

「サービス付き高齢者向け住宅」の供給促進の
ため、整備費に対する補助、税制の特例措置、
住宅金融支援機構の融資による支援を行った。

さらに、高齢者世帯などの住宅確保要配慮者
の増加に対応するため、民間賃貸住宅や空き家
を活用した住宅確保要配慮者の入居を拒まない
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賃貸住宅の登録制度等を内容とする新たな住宅
セーフティネット制度を平成29年度に創設し、
住宅の改修や入居者負担の軽減等への支援を
行った。

住宅金融支援機構においては、高齢者自らが
行う住宅のバリアフリー改修について高齢者向
け返済特例制度を適用した融資を実施してい
る。また、証券化支援事業の枠組みを活用した
フラット35Sにより、バリアフリー性能等に優
れた住宅に係る金利引下げを行っている。さら
に、住宅融資保険制度を活用し、民間金融機関
が提供する住宅の建設、購入改良等の資金に係
るリバースモーゲージの推進を支援している。

○共生社会の実現に向けた「ユニバーサルデザ
イン2020行動計画」に基づく取組の推進
2020年東京オリンピック・パラリンピック

競技大会を契機として、共生社会の実現に向け
たユニバーサルデザインの街づくり、心のバリ
アフリーを推進し、大会以降のレガシーとして
残していく施策を実行するため、平成29年2
月、東京オリンピック競技大会・東京パラリン
ピック競技大会担当大臣を議長とする「ユニ
バーサルデザイン2020関係閣僚会議」にて、

「ユニバーサルデザイン2020行動計画」を決定
し、本行動計画に基づき共生社会に向けた各施
策に取り組んだ。

また、本行動計画に基づく、「高齢者、障害
者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（平
成18年法律第91号。以下、「バリアフリー法」
という。）及び関連施策のあり方に関する検討
結果を踏まえ、交通事業者によるハード対策・
ソフト対策一体となった取組の推進、バリアフ
リーのまちづくりに向けた地域における取組強
化、バリアフリー法の適用対象の拡大、利用者
へのバリアフリー情報の提供の推進等の措置等

を講ずることを内容としたバリアフリー法の改
正法案を閣議決定し、第196回国会に提出した。

○多世代に配慮したまちづくり・地域づくりの
総合的推進
地方創生の観点から、「生涯活躍のまち」の

取組を推進し、中高年齢者等が希望に応じて地
方やまちなかに移り住み、様々な世代と交流し
ながら、健康でアクティブな生活を送り、必要
な医療・介護を受けられるような地域づくりを
目指している。平成29年10月現在で245の地
方公共団体が「生涯活躍のまち」に取り組む意
向を示しており、79団体が既に取組を進めて
いた。平成29年度には、関係府省が連携して
地方公共団体の取組を支援する「生涯活躍のま
ち形成支援チーム」の対象団体を7団体から16
団体へ拡大し、取組の過程で浮上した課題の解
決に向け、検討、助言等を行った。加えて、平
成28年度にとりまとめた「『生涯活躍のまち』
構想の具体化に向けたマニュアル」等を活用
し、「生涯活躍のまち」の参考となる事例やノ
ウハウ等の周知に努めた。

また、地域再生法に基づく特例措置に係る
「生涯活躍のまち」の地域再生計画の認定は、
累計で17市町、17計画、「生涯活躍のまち」分
野の取組に関する地方創生推進交付金等の交付
決定は、累計で96団体、120事業となるなど、
各地で特色のある「生涯活躍のまち」の形成が
進んでいる。

○交通安全の確保
高齢運転者対策については、平成28年中に

高齢運転者による交通事故が相次いで発生した
ことを受け、平成28年11月15日に「高齢運転
者による交通事故防止対策に関する関係閣僚会
議」が開催された。これを受け、高齢運転者の
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交通事故防止について、関係行政機関における
更なる対策の検討を促進し、その成果等に基づ
き早急に対策を講じるため、平成28年11月24
日、交通対策本部（本部長：内閣府特命担当大
臣）の下に関係省庁局長級を構成員とする「高
齢運転者交通事故防止対策ワーキングチーム」
を設置した。同ワーキングチームでは、内閣総
理大臣からの指示を踏まえ、各種対策について
それぞれ担当する省庁を中心に検討し、取り得
る対策を早急に講じていくこととし、平成29
年6月30日にそれまでの成果を取りまとめた。
これを受け、同年7月には交通対策本部におい
て、同ワーキングチームが取りまとめた施策を
緊急かつ強力に推進することを決定した。引き
続き、取りまとめた施策を推進するとともに、
同ワーキングチームにおいて更なる対策につい
て検討を行う。

○	人権侵害からの保護
「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対す

る支援等に関する法律」（平成17年法律第124
号）に基づき、養介護施設従事者等による虐待
及び養護者による虐待の状況について、平成
28年度に引き続き必要な調査等を実施し、各
都道府県・市町村における虐待の実態・対応状
況の把握に努めるとともに、市町村等に高齢者
虐待に関する通報や届出があった場合には、関
係機関と連携して速やかに高齢者の安全確認や
虐待防止、保護を行うなど、高齢者虐待への早
期対応が推進されるよう必要な支援を行った。

なお、支援を必要とする高齢者の実態把握や
虐待への対応など、高齢者の権利擁護や総合相
談窓口の業務を円滑に行うことができるよう、
各市町村に設置された「地域包括支援センター」
の職員に対する研修については、引き続き実施
した。

法務局・地方法務局等において、高齢者の人
権問題に関する相談に応じるとともに、家庭や
高齢者施設等における虐待等、高齢者を被害者
とする人権侵害の疑いのある事案を認知した場
合には、人権侵犯事件として調査を行い、その
結果を踏まえ、事案に応じた適切な措置を講じ
るなどして、被害の救済及び人権尊重思想の普
及高揚に努めている。平成29年度においても、
引き続き高齢者施設等の社会福祉施設において
入所者等及び家族が気軽に相談できるよう、特
設相談所を開設するほか、全国一斉の「高齢
者・障害者の人権あんしん相談」強化週間を設
け、電話相談の受付時間を延長するとともに、
休日も相談に応じるなど、相談体制の強化を
図った。

○	悪質商法からの保護
業務停止を命ぜられた法人の役員等に対する

業務禁止命令や、電話勧誘販売における過量販
売への解除権といった、高齢者被害の防止のた
めの新たな措置が盛り込まれた「特定商取引に
関する法律の一部を改正する法律」（平成28年
法律第60号）が、平成29年12月に施行された。

一人暮らしの高齢者の判断能力の低下等につ
け込んで、大量の商品を購入させる被害事案
が、店舗契約の事例も含めて発生していたこと
から、過量な内容の消費者契約について消費者
に取消権を認める規定を新設した「消費者契約
法の一部を改正する法律」（平成28年法律第61
号）が、平成29年6月3日に施行された。「知っ
ていますか？消費者契約法－民法・商法の特例
となる規定について－」というリーフレットの
作成・配布を通じて、消費者への周知活動を
行った。

このような被害事案の発生・拡大の防止及び
被害の回復を図る観点からは、消費者団体訴訟
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制度の活用が重要であり、平成28年10月から
施行された「消費者の財産的被害の集団的な回
復のための民事の裁判手続の特例に関する法
律」（平成25年法律第96号）により、特定適格
消費者団体が消費者に代わって損害賠償等の請
求に関する訴訟を追行できる制度が導入された
ため、同団体が実効的に被害を回復できるよ
う、平成29年10月に施行された「独立行政法
人国民生活センター法等の一部を改正する法
律」（平成29年法律第43号）において、独立行
政法人国民生活センターが特定適格消費者団体
に代わって仮差押えの担保を立てることができ
る措置を盛り込み、消費者団体訴訟制度の機能
強化を図った。

○防災施策の推進
災害時における高齢者等要配慮者の円滑かつ

迅速な避難を確保するため、「平成28年台風第
10号災害を踏まえた課題と対策の在り方（報
告）」を踏まえ、関係行政機関・団体が連携し
て平成29年8月に「要配慮者利用施設における
避難に関する計画作成の事例集」を作成し、全
国にその知見を展開した。「水防法」（昭和24年
法律第193号）及び「土砂災害警戒区域等にお
ける土砂災害防止対策の推進に関する法律」（平
成12年法律第57号。以下「土砂災害防止法」
という。）が一部改正され、浸水想定区域内又
は土砂災害警戒区域内に位置し、市町村地域防
災計画に名称及び所在地を定められた高齢者等
が利用する要配慮者利用施設の所有者又は管理
者に対し避難確保計画の作成及び計画に基づく
訓練の実施が義務づけられた。これら改正法の
施行にあわせて、水害及び土砂災害に関する要
配慮者利用施設における避難確保計画作成の手
引き、避難計画点検マニュアル等を作成すると
ともに、同年8月「土砂災害防止対策基本指針」

を変更し、要配慮者利用施設における避難確保
計画の作成、計画に基づく訓練の実施が推進さ
れるよう支援を行った。

○	成年後見制度の利用促進
認知症高齢者等の財産管理や契約に関し本人

を支援する成年後見制度について周知を図っ
た。

成年後見制度は、認知症、知的障害その他の
精神上の障害があることにより、財産の管理又
は日常生活等に支障がある者を支える重要な手
段であり、その利用の促進に関する施策を総合
的かつ計画的に推進するため、平成28年4月に

「成年後見制度の利用の促進に関する法律」（平
成28年法律第29号）が成立し、本法律に基づ
き、「成年後見制度利用促進委員会」における
議論を踏まえ、平成29年3月に「成年後見制度
利用促進基本計画」を閣議決定した。基本計画
には、利用者がメリットを実感できる制度、運
用の改善、権利擁護支援の地域連携ネットワー
クづくり、不正防止の徹底と利用しやすさとの
調和などの観点からの施策目標を盛り込んでい
る。

また、成年後見制度の利用の促進に関する法
律に基づく措置として、成年被後見人及び被保
佐人（以下「成年被後見人等」という。）の人
権が尊重され、成年被後見人等であることを理
由に不当に差別されないよう、成年被後見人等
に係る欠格条項その他の権利の制限に係る措置
の適正化等を図るための措置を講ずる「成年被
後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を
図るための関係法律の整備に関する法律案」を
平成30 年3月に閣議決定し、国会に提出した。
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5　研究開発・国際社会への貢献等

○	先進技術の活用及び高齢者向け市場の活性化
公的保険外の予防・健康管理サービス等の

「健康寿命延伸産業」の創出推進に向け、供
給・需要の両面から検討し、取組を進めた。具
体的には、地域版次世代ヘルスケア協議会の活
動の促進、官民ファンドの活用促進、グレー
ゾーンの解消等の供給面の支援及び企業・健保
等による健康経営の促進等の需要面の支援につ
いて検討を行い、各施策を実行した。このよう
な取組みに加えて、健康立国に向けて、認知
症、虚弱（フレイル）等の健康課題や生活環境
等に起因・関連する課題の解決のために、「第
5期科学技術基本計画」（平成28年1月22日閣
議決定）で提唱したSociety 5.0の構築を目指
した、最先端科学技術の活用、実装に取り組ん
だ。

高齢者等が安全で快適に移動できるよう、最
先端の情報通信技術等を用いて、運転者に周辺
の交通状況や信号灯火に関する情報等を提供す
ることで注意を促し、ゆとりをもった運転がで
きる環境を作り出す安全運転支援システム

（DSSS）・ 信 号 情 報 活 用 運 転 支 援 シ ス テ ム
（TSPS）やETC2.0等のITS（高度道路交通シ
ステム）に関する研究開発及びサービス展開を
実施した。

高齢者事故対策や移動支援等の諸課題の解決
に大きな期待がされている自動車の自動運転に
関して、「国土交通省自動運転戦略本部」を立
ち上げ、高齢者事故対策を目的とした自動運転
技術の開発及び普及促進策や、中山間地域にお
ける「道の駅」等を拠点とした自動運転サービ
スの実験・実装に向けた検討を実施した。
「高齢者等向けの無人自動運転移動サービス」

の実現に向け、様々な地域で研究開発・実験が

行われるとともに、必要な関連法規の見直しを
含む制度整備の方向性を検討した。

さらに、介護ロボットについては、自立支援
等による高齢者の生活の質の維持・向上と介護
者の負担軽減を実現するため、現場のニーズを
真に汲み取った開発等を促進しており、平成
29年10月には、重点的に開発等の支援を行う
分野を拡充した。

○日本の知見の国際社会への展開
内閣官房健康・医療戦略室長を議長とし、関

係府省庁担当局長等を構成員とする「アジア健
康構想推進会議」において、アジア健康構想の
下での医療・介護分野における人材還流を促進
するため、国内外における日本語学校の民間認
証制度を構築すること、介護職種に係る技能実
習生について、介護現場におけるコミュニケー
ション能力の測定に重点を置いた新たな日本語
テストに関して求められる基準の検討体制を構
築することとした。

また、医薬品の新興国への展開に係る取組を
関係府省庁が連携して推進するため、平成29
年12月6日、健康・医療戦略推進本部の下に

「国際医薬パートナーシップ推進会議」を設置
し、具体的な事業を推進するための産官学の協
力体制や具体的な初期の取組等についての検討
に着手した。

加えて、アジア健康構想を推進するための官
民連携プラットフォーム第2回「国際・アジア
健康構想協議会」（29年2月9日設置）を平成30
年3月7日に開催し、アジアに紹介すべき日本
的介護の整理（事例の整理等）等について意見
交換を実施した。

また、我が国は、G7、TICAD、国連総会等
の国際的な議論の場において、全ての人が生涯
を通じて必要な時に基礎的な保健サービスを負
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担可能な費用で受けられる事を指すユニバーサ
ル・ヘルス・カバレッジ（UHC）推進を積極
的に主張してきた。UHCにおける基礎的な保
健サービスには、母子保健、感染症対策、高齢
者の地域包括ケアや介護等すべてのサービスが
含まれている。これまで開発途上国において高
齢化対策や社会保障制度整備の支援、専門家の
派遣、研修等の取組を通じ、日本の高齢化対策
等に関する経験・知見の共有を図ってきた。

6　全ての世代の活躍推進

○	全ての世代の活躍推進
少子高齢化の流れに歯止めをかけ、女性も男

性も、お年寄りも若者も、一度失敗を経験した
方も、障害や難病のある方も、家庭で、職場
で、地域で、あらゆる場で、誰もが活躍できる
一億総活躍社会の実現に向けて、「ニッポン一

億総活躍プラン」（平成28年6月2日閣議決定）
に基づく取組を推進した。特に、働き方につい
ては、一人ひとりの意思や能力、個々の事情に
応じた多様で柔軟な働き方を選択できるよう、

「働き方改革実行計画」（平成29年3月28日働き
方改革実現会議決定） を推進した。

また、人生100年時代に、高齢者から若者ま
で、全ての国民に活躍の場があり、全ての人が
元気に活躍し続けられる社会、安心して暮らす
ことのできる社会をつくるため、「新しい経済
政策パッケージ」（平成29年12月8日閣議決定）
を策定するとともに、「人生100年時代構想会
議」においては平成29年12月に中間報告を取
りまとめた。

さらに、少子化社会対策大綱（平成27年3月
20日閣議決定）、第4次男女共同参画基本計画

（平成27年12月25日閣議決定）に基づく取組
を推進した。
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